
1 
 

下水道事業「経営戦略」の概要      [資料５] 

経営戦略策定の趣旨・位置づけ           

本市の下水道事業は、良好な水環境と快適な生活環境の確保を基本目標に整備

を進め、下水道の普及率は、平成 28 年 3 月末で 97.1％となり、下水道整備も終盤を

迎えています。しかし、全国的な傾向と同様に、今後は人口減少や節水機器の普及

による有収水量の減少、整備してきた下水道施設の老朽化による改築更新経費の

増加が懸念されるなど、経営環境はますます厳しくなってきます。 

このような情勢にあって、本市の下水道事業は、経費負担の原則のもと、より効率

的な事業運営を実施するため、平成 27 年 4 月に下水道使用料の改定を、平成 28 年

4 月に地方公営企業法の適用を実施しました。 

「経営戦略」は、経営環境の変化に即し、本市の下水道事業の運営を将来にわた

って安定的かつ持続的に進めるための指針として策定するものです。大きな社会情

勢の変化に対応した実効性のある中長期的な経営の基本計画による事業運営を行

うため、地方公営企業法の適用開始を機に、平成 25 年 3 月に策定された現行の「湖

南市上下水道事業経営プラン」を見直し「経営戦略」を策定することとしました。この

策定については、国の示す「経営戦略策定ガイドライン」に基づき、また、各事業のセ

グメントを考慮した内容が求められることから、「湖南市下水道事業経営戦略」として

水道事業とは統合せずに策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「湖南市上下水道事業経営プラン」（平成 25 年度～34 年度） 

【平成 27 年度】 

下水道使用料改定 

【平成 28 年度】 

地方公営企業法適用 

 

「経営戦略」の策定推進に 

ついて 

（平成 28 年１月 26 日付総務省通知） 

経営戦略策定ガイドライン 

「湖南市下水道事業経営戦略」 平成 29 年度～38 年度（10 年間） 

湖南市行政改革大綱 

湖南市地域防災計画 

 

湖南市都市計画マスタープラン 
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下水道事業の現状と課題 

 

 

１. 汚水の排除… 衛生的で快適な生活環境の確保 

２. 雨水の排除… 地表に降った雨水を河川等に速やかに排除し浸水を防除 

３. 公共用水域の水質保全…生活・工場排水を適切に処理し自然環境を保全 

 

 

本市の下水道事業については、都市計画法に基づき市街化区域を対象とした公

共下水道事業と、地方自治法に基づき市街化区域以外の区域（処理対象人口が

概ね 1,000 人未満で水質保全上特に必要な地域）を対象とした特定環境保全公共

下水道事業の２つの事業があります。 

 

 

本市の下水道事業の前身は旧甲西町で、昭和 54 年度に事業着手し、昭和 63

年度に供用開始され、旧石部町では、昭和 60 年度に事業に着手し、平成 4 年度に

供用開始されました。平成 16 年に 2 町が合併し、平成 20 年度には「琵琶湖流域下

水道（湖南中部処理区）関連湖南市公共下水道」として区域を統合し、拡張変更の

事業認可を取得したことにより一本化されました。本市は汚水処理場を持たないた

め、関連市町と共に琵琶湖流域下水道の維持管理及び建設費用に係る費用負担

を行っています。 

下水道事業は、公共性、公益性の高い重要な都市基盤施設であることから、市

の重点施策の１つとして積極的な整備を進めてきました。平成 27 年度末の下水道

普及率は 97.1％と、全国平均 77.8％、滋賀県平均 88.8％を上回る整備状況となっ

ており、市街地の汚水整備も終盤を迎えています。 

今後は、「施設の建設」から「施設の維持管理・改築更新」の時代へと転換してい

きます。一層の経営の効率化を目指して、「雨水公費・汚水私費」の原則のもと、遅

れている浸水対策の促進と公共用水域の水質向上の推進、持続可能な安定した

下水道事業運営の実現に取り組んでいきます。 

下水道事業の役割 

下水道事業の種類 

下水道事業の現状 
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 ① 施設 

 公共下水道施設 
特定環境保全 

公共下水道施設 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

旧石部町 

平成 ４年度（24 年） 

旧甲西町 

昭和 63 年度(28 年) 

旧甲西町 

平成９年度(19 年) 

法適（全部適用・一部 

適用）・非適用の区分 

法適（全部適用） 

（平成 28 年４月１日） 

法適（全部適用） 

（平成 28 年４月１日） 

処  理  区  数 19 区 ３区 

流域下水道等への接続の有無 有 有 

汚水中継ポンプ場 ２箇所 無 

 

 ② 排除方式 

事業区分 目   的 処理方法 資金区分 

汚水事業 
公衆衛生の向上や公共

用水域の水質保全 

汚水を処理場で処理し

琵琶湖へ排水 
下水道使用料 

雨水事業 浸水被害の軽減 雨水を河川へ排水 市    税 

 ③ 使用料 

一般家庭使用料体系の概要・考え方 

 

 平成 27 年４月に下水道使用料を平均

9.8％引き上げました。また、使用料体系

は水量区分とは別に基本使用料を設定し

ています。 

（基本水量制→基本使用料制） 

１使用月（2 か月） 

基本使用料         

超過使用料  １～ 10㎥ 

1１～ 20㎥ 

2１～ 40㎥ 

4１～100㎥ 

１01～200㎥ 

20１㎥～  

（税抜） 

926 円 

86 円 

93 円 

137 円 

147 円 

179 円 

200 円 

下水道事業の現況 
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業務用使用料体系の概要・考え方 

 

 一般家庭使用料体系と同様ですが、工

場・事業所から排除される汚水のうち、２

か月の排水量が 1,501㎥以上になる場合

に(特定排水)さらに超過使用料を設定して

います。 

１使用月（2 か月） 

基本使用料         

超過使用料  １～  10㎥  

1１～  20㎥ 

2１～  40㎥ 

4１～ 100㎥ 

１01～ 200㎥ 

20１～1,500㎥ 

1,501㎥～ 

（税抜） 

926 円 

86 円 

93 円 

137 円 

147 円 

179 円 

200 円 

222 円 

条例上の使用料 

（20㎥あたり税抜） 

※過去３年度分を記載 

※１  

H25 2,400 円 実質的な使用料 

（20㎥あたり税抜） 

※過去３年度分を記載 

※２   

H25 2,863 円 

H26 2,400 円 H26 2,826 円 

H27 2,716 円 H27 3,086 円 

※１ 条例上の使用料とは、一般家庭における 20㎥あたりの使用料という。 

※２ 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20㎥を乗じたもの（家庭 

用のみでなく業務用も含む）をいう。 

 

 ④ 組織 

本市の下水道事業は、平成 16 年の旧石部町・旧甲西町の合併を経て上下水道課

として組織統合されました。そして、一層の組織の効率化のため、平成 24 年度から上

下水道部となり、上下水道事業の庶務部門として業務課、上下水道事業の工事関係

の部門として施設課に再編されました。平成 28 年４月からの下水道事業の地方公営

企業の適用により、現在の組織体制は次のとおりとなっています。下水道関係職員

は、業務委託等を行い職員の削減に取り組みながら、平成 16 年度合併時の 10 人体

制から現在７人体制の配置で事業を進めています。 

 

 

 

 

 

 

公営企業管理者（市長） 

上下水道部（１人） 

上下水道総務課 

上下水道施設課（１人） 

下水道庶務係（１人） 

水道庶務係 

下水道事業係（４人） 

水道工務係 
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 ⑤ 下水道使用料・企業債残高の推移 

下水道使用料は、平成 27 年度の下水道使用料改定（平均改定率 9.8％）により増

加しています。供用開始区域の拡大により微増があるものの、今後は人口減少等に

より使用料収入は減少していくことが予想されます。 

また、企業債残高については、平成 21 年度の約 184 億円をピークに減少していく

ことになりますが、元金償還金については平成 30 年度までは増加が続いた後、徐々

に減少する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

698
755 774 758 779 795 817 816 839 843

887

500
550
600
650
700
750
800
850
900
950

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（単位:百万円）

下水道使用料の推移

1,765 
1,806 

1,831 1,841 1,833 
1,791 

1,760 
1,732 

1,702 
1,669 

1,628 

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

(単位：千万円)
企業債残高の推移
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民

間

活

用

の

状

況 

ア 民間委託 

 （包括的民間委託を含む） 

 本市では、上下水道施設の老朽化に伴う維持管理費が

年々増加し、適正な維持管理はもとより、技術面からのサポ

ートや施設維持に係るコスト配分等、より一層の効率化による

コスト削減と利用者サービスの向上等が求められています。

下水道事業に従事する職員が減少する中、災害対応が出来

ない事態も起こりうるため、施設の維持管理について高い専

門性・技術力を持つ民間に委託することが望ましいと判断しま

した。また、公金徴収事務については、水道料金と下水道使

用料について窓口の一元化により、受付業務から収納・入

力・滞納整理等一貫した流れの中で事務の合理化・効率化が

図ることができます。 

 これまでの委託業務（個別発注）を整理し、上下水道施設管

理・公金徴収事務を包括的に委託することで、一層のコスト削

減と事務の効率化を図ることが可能となることから３年間の複

数年の一括発注契約を行っています。 

イ 指定管理者制度 なし 

ウ PPP・PFI なし 

資

産

活

用

の

状

況 

ア エネルギー利用※３ なし 

イ 土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等）             

※４ 

なし 

※３ 「エネルギー利用」とは、下水汚泥・下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源（資産を含 

みます）を用いた収入増につながる取組を指します。 

※４ 「土地・施設等利用」とは、土地・建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増 

につながる取組を指します（単純な売却は除きます）。 

 

 

 

 

 

 

民間活力の活用等 
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※ 直近２年分（平成 27 年度決算・平成 26 年度決算）の経営比較分析表（公営企業に係る 

「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）による経営比較 

分析表）を添付しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような状況を踏まえ健全な事業運営をするために次のような課題解決に取り

組んでいかなければなりません。 

 

 

 

 

 

 この「経営比較分析表」は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、

本市の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析

を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となりま

す。 

 ２か年の「経営比較分析表」を添付しているのは、直近の平成 27 年度決算

「経営比較分析表」が、平成 28 年 4 月から地方公営企業法を適用したことによ

り、打ち切り決算となったため、出納閉鎖期間がなかったことから、①収益的収

支比率、④企業債残高対事業規模比率、⑤経費回収率、⑥汚水処理原価の

数値に影響が出ているためです。 

 また、平成 28 年度決算「経営比較分析表」は法適用初年度となり、より細や

かな分析が可能となります。 

 

経営比較分析表を活用した現状分析 

下水道事業の課題 
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全
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況
」
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況
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を
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が
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値
89

.9
5

89
.9
7

90
.0
9

90
.2
2

90
.6
8

平
均

値
87

.1
8

86
.6
2

87
.0
7

86
.8
8

86
.5
6

②
累
積
欠
損
金
比
率
(％

)
③
流
動
比

率
(％

)
④
企
業
債
残
高
対
事
業
規

模
比
率
(％

)

⑤
経
費
回
収
率
(％

)
⑥
汚
水
処
理
原
価
(円

)
⑦
施
設
利
用
率
(％

)
⑧

水
洗
化
率
(％

)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率
(％

)
②
管
渠
老
朽
化
率
(％

)
③
管
渠
改
善
率
(％

)

【
7
7
6
.
3
5
】

【
9
4
.
5
7
】

【
6
0
.
3
5
】

【
1
4
2
.
2
8
】

【
9
6
.
5
7
】

【
0
.
1
7
】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し
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グ
ラ

フ
凡

例
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

2
7
年

度
全

国
平

均

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同

じ
た

め
、

収
益

的
収

支
比

率
の

類
似

団
体

平
均

等
を

表
示

し
て

い
ま

せ
ん

。
※

　
平

成
2
3
年

度
か

ら
平

成
2
5
年

度
に

お
け

る
各

指
標

の
類

似
団

体
平

均
値

は
、

当
時

の
事

業
数

を
基

に
算

出
し

て
い

ま
す

が
、

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

及
び

管
渠

改
善

率
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
6
年

度
の

事
業

数
を

基
に

類
似

団
体

平
均

値
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

全
体

総
括

　
経

費
負

担
の

原
則

の
も

と
健

全
な

事
業

運
営

を
行

う
た

め
、

平
成

2
7
年

度
4
月

よ
り

下
水

道
使

用
料

の
改

定
（

資
本

費
回

収
率

4
7
％

、
平

均
改

定
率

9
.
8
％

）
を

実
施

し
て

い
る

。
　

安
定

し
た

使
用

料
収

入
の

確
保

の
た

め
、

未
収

金
対

策
の

強
化

、
水

洗
化

の
普

及
促

進
に

取
り

組
む

と
共

に
、

平
成

2
8

年
度

策
定

す
る

「
下

水
道

事
業

経
営

戦
略

」
に

基
づ

き
、

健
全

経
営

に
努

め
る

。
         

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

渠
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
渠

の
更

新
投

資
・

老
朽

化
対

策
の

実
施

状
況

」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

　
耐

用
年

数
を

経
過

し
て

い
る

老
朽

管
が

な
い

た
め

、
数

値
は

0
と

な
っ

て
い

る
が

、
今

後
は

急
速

に
整

備
し

て
き

た
管

渠
施

設
等

の
修

繕
・

改
築

更
新

が
集

中
し

て
到

来
す

る
と

予
想

さ
れ

る
た

め
、

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

計
画

の
策

定
を

行
う

と
共

に
、

経
営

戦
略

に
よ

る
計

画
的

な
更

新
の

実
施

を
図

る
。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
使

用
料

対
象

の
捕

捉
」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

　
経

営
の

健
全

性
を

示
す

収
益

的
収

支
比

率
に

つ
い

て
は

、
下

降
傾

向
か

つ
1
0
0
％

を
毎

年
割

り
込

む
状

況
で

あ
っ

た
。

　
経

営
改

善
の

た
め

平
成

2
7
年

4
月

1
日

に
下

水
道

使
用

料
の

改
定

を
実

施
し

た
が

、
平

成
2
8
年

４
月

か
ら

地
方

公
営

企
業

法
の

適
用

に
よ

り
企

業
会

計
方

式
に

変
わ

っ
た

た
め

下
水

道
使

用
料

等
が

未
収

金
と

な
り

、
こ

れ
が

比
率

に
影

響
し

た
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

　
企

業
債

残
高

対
事

業
規

模
比

率
に

つ
い

て
は

、
下

水
道

事
業

整
備

も
終

盤
に

向
か

い
つ

つ
あ

る
た

め
緩

や
か

に
減

少
傾

向
に

あ
る

。
　

な
お

、
①

、
④

、
⑤

、
⑥

に
つ

い
て

は
、

2
7
年

度
が

打
ち

切
り

決
算

と
な

り
、

出
納

整
理

期
間

が
な

か
っ

た
こ

と
か

ら
、

当
該

期
間

の
収

入
・

支
出

が
平

成
2
8
年

度
に

て
会

計
処

理
さ

れ
た

た
め

数
値

に
影

響
が

出
て

い
る

。
　

施
設

利
用

率
、

水
洗

化
率

に
つ

い
て

は
、

共
に

類
似

団
体

を
大

き
く

上
回

っ
て

お
り

普
及

が
進

ん
で

い
る

が
、

今
後

も
引

き
続

き
未

接
続

世
帯

へ
の

水
洗

化
促

進
を

図
る

。

「
単

年
度

の
収

支
」

「
累

積
欠

損
」

「
支

払
能

力
」

「
債

務
残

高
」

－

-
該

当
数

値
な

し
1
.
4
4

8
5
.
3
7

2
,
9
3
3

7
8
7

0
.
8
0

9
8
3
.
7
5

【
】

7
7
8
.
9
9

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
処

理
区

域
内

人
口

(
人

)
処

理
区

域
面

積
(
k
m
2
)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

法
非

適
用

下
水

道
事

業
特

定
環

境
保

全
公

共
下

水
道

D
2

5
4
,
8
4
1

7
0
.
4
0

経
営

比
較

分
析

表
滋

賀
県

　
湖

南
市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

0.
00

0.
01

0.
02

0.
03

0.
04

0.
05

0.
06

0.
07

0.
08

H
2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

当
該

値
0.

00
0
.
00

0.
00

0.
0
0

0.
00

平
均

値
0.

05
0
.
05

0.
07

0.
0
4

0.
07

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

H2
3

H2
4

H2
5

H
2
6

H2
7

当
該

値
70

.9
9

63
.5
2

64
.4
6

6
0
.9
0

57
.
67

平
均

値 0.
0
0

0.
1
0

0.
2
0

0.
3
0

0.
4
0

0.
5
0

0.
6
0

0.
7
0

0.
8
0

0.
9
0

1.
0
0

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

当
該

値

平
均

値

0
.
00

0
.
10

0
.
20

0
.
30

0
.
40

0
.
50

0
.
60

0
.
70

0
.
80

0
.
90

1
.
00

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

当
該

値

平
均

値

①
収

益
的

収
支

比
率

(％
)

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
3

H2
4

H2
5

H
2
6

H2
7

当
該

値

平
均

値

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
3

H2
4

H
2
5

H2
6

H2
7

当
該
値

平
均
値

0.
00

20
0.
0
0

40
0.
0
0

60
0.
0
0

80
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

1,
20
0
.0
0

1,
40
0
.0
0

1,
60
0
.0
0

1,
80
0
.0
0

2,
00
0
.0
0

H2
3

H
2
4

H2
5

H
2
6

H2
7

当
該

値
1
,
34
9
.2
3

1,
17
8
.1
9

1
,
00
0
.5
2

1,
11
9
.6
2

1
,
07
4
.8
5

平
均

値
1
,
83
5
.5
6

1,
71
6
.8
2

1
,
55
4
.0
5

1,
43
6
.0
0

1
,
43
4
.8
9

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

10
0.
0
0

H2
3

H2
4

H2
5

H
2
6

H2
7

当
該

値
77

.5
3

81
.9
4

86
.6
4

7
9
.2
5

75
.
24

平
均

値
52

.8
9

51
.7
3

53
.0
1

6
6
.5
6

66
.
22

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

30
0.
0
0

35
0.
0
0

H2
3

H2
4

H2
5

H
2
6

H2
7

当
該

値
2
0
3.
5
7

19
7
.2
1

19
1.
3
4

19
1.
9
3

20
1.
7
2

平
均

値
3
0
0.
5
2

31
0
.4
7

29
9.
3
9

24
4.
2
9

24
6.
7
2

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

H2
3

H2
4

H
2
5

H2
6

H2
7

当
該
値

86
.4
3

87
.0
0

8
8
.1
0

97
.
38

97
.3
0

平
均
値

36
.8
0

36
.6
7

3
6
.2
0

43
.
58

41
.3
5

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

10
0.
0
0

H2
3

H
2
4

H2
5

H2
6

H2
7

当
該

値
92

.5
2

8
7
.1
2

87
.
93

89
.9
4

92
.6
3

平
均

値
71

.6
2

7
1
.2
4

71
.
07

82
.3
5

82
.9
0

②
累

積
欠

損
金

比
率

(％
)

③
流

動
比

率
(％

)
④
企

業
債

残
高

対
事

業
規

模
比
率

(％
)

⑤
経

費
回

収
率

(％
)

⑥
汚

水
処

理
原

価
(円

)
⑦

施
設

利
用
率

(％
)

⑧
水

洗
化

率
(
％
)

①
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

(％
)

②
管

渠
老

朽
化

率
(％

)
③
管

渠
改

善
率

(％
)

【
1
,
4
5
7
.
0
6
】

【
8
1
.
2
8
】

【
4
0
.
3
1
】

【
2
5
0
.
2
5
】

【
6
4
.
7
3
】

【
0
.
1
0
】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し
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グ
ラ

フ
凡

例
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

2
6
年

度
全

国
平

均

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同

じ
た

め
、

収
益

的
収

支
比

率
の

類
似

団
体

平
均

等
を

表
示

し
て

い
ま

せ
ん

。
※

　
平

成
2
2
年

度
か

ら
平

成
2
5
年

度
に

お
け

る
各

指
標

の
類

似
団

体
平

均
値

は
、

当
時

の
事

業
数

を
基

に
算

出
し

て
い

ま
す

が
、

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

及
び

管
渠

改
善

率
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
6
年

度
の

事
業

数
を

基
に

類
似

団
体

平
均

値
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

全
体

総
括

　
収

益
的

収
支

比
率

に
お

い
て

、
下

水
道

使
用

料
が

特
に

大
き

な
財

源
で

あ
り

、
安

定
し

た
使

用
料

収
入

の
確

保
が

必
要

と
な

る
が

、
今

日
の

人
口

減
少

と
節

水
機

器
の

普
及

に
よ

り
、

有
収

水
量

が
減

少
傾

向
に

あ
る

た
め

、
経

営
改

善
に

向
け

て
平

成
2
7
年

4
月

1
日

料
金

改
定

(
資

本
費

回
収

率
4
7
%
、

改
定

率
9
.
8
%
)
を

行
っ

て
い

る
。

　
水

洗
化

普
及

促
進

業
務

委
託

に
よ

り
未

接
続

者
の

接
続

を
促

す
と

と
も

に
、

下
水

道
宅

内
接

続
工

事
費

用
の

融
資

制
度

に
対

し
て

利
子

補
給

を
実

施
し

て
お

り
、

水
洗

化
率

の
さ

ら
な

る
向

上
を

目
指

す
。

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

渠
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
渠

の
更

新
投

資
・

老
朽

化
対

策
の

実
施

状
況

」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

耐
用

年
数

を
経

過
し

て
い

る
老

朽
管

が
無

い
為

、
数

値
は

0
で

あ
る

。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
使

用
料

対
象

の
捕

捉
」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

　
収

益
的

収
支

比
率

に
つ

い
て

は
平

成
2
3
年

度
か

ら
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経営の基本方針 

 

１. 快適なくらしの実現 

○ 良好な水環境の形成 

○ 重要な水資源である琵琶湖や河川などの公共用水域の水質保全 

２.  安全で安心なくらしの実現 

○ 下水道施設の機能の適正な維持・改築更新 

○ 総合的な浸水対策の推進 

３. 安定した経営基盤の確立と持続的な健全経営 

○ 中長期的な視野に立った計画的な経営基盤の強化 

○ 持続可能な健全経営 

 

 

効率化・経営健全化の取組み 

公営企業である下水道事業は、公共の福祉の増進と併せて民間企業と同様に経

済性を発揮した運営が求められます。しかしながら、下水道事業は建設投資額が大

きいため、国庫補助金や企業債元利償還金に対する一般会計からの繰入れ（交付税

措置）により、かろうじて収支均衡を保っている状況であり、今後の事業の進捗や繰

出し基準の見直し如何によっては経営が成り立たなくなる要素を含んでいます。また、

本市では下水道処理人口普及率も平成 28 年３月末で 97.1％と施設整備が進んでい

ますが、すでに始まっている人口減少や節水型社会への移行等により、ますます厳し

い経営環境が予想されます。 

一方、今後老朽化する下水道施設等に対する改築・更新という投資事業には多額

の資金が必要となるため、その投資試算（投資の所要額の見通し）と財源試算（下水

道使用料などの財源の見通し）を均衡させることが非常に重要となります。 

このことから、下水道事業の徹底した効率化・経営健全化に取り組む必要があり、

使用料収入の確保や事業運営にかかるコストを削減することで経営基盤の強化を図

るとともに、計画的、効率的な下水道施設の改築更新や汚水処理手法の見直しなど

により投資の合理化に努めます。 
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○効率化・経営健全化の取組み ～施策の体系～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資・財政計画 

財源試算 投資試算 
 

【投資以外の経費】 反映 

効率化・経営健全化の取組み 

危機管理体制の強化 投資の合理化 経営基盤の強化 

（１）  組織の活性化と人材の育成 

（２）  効率的な組織の整備 

（３）  民間活力の活用 

（４）  効果的な水洗化普及促進 

（５）  収納率の向上 

（６）  不明水対策 

（７）  資金管理・調達に関する取組 

（８）  その他経営基盤強化の取組 

（１）  効率的・計画的な投資と長寿命化 

（２）  新技術の活用 

（１）  危機管理等の体制整備 

（２）  施設の耐震化 

（３）  公共用水域の水質保全 

均衡 

経営基盤の強化 

危機管理体制の強化 

投資の合理化 
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投資計画 

本市の下水道事業は、分流式下水道として汚水と雨水に分類し事業計画を立案し

ています。主な事業は、下水道未整備地区における管渠整備、雨水排水区域におけ

る浸水対策、施設の経年化による耐震化を考慮した改築更新です。 

基本的な更新の考え方としては、老朽化の度合いや事故が発生した場合の影響

度、下水道事業全体の投資額、人員等を勘案し優先順位を決定しています。これか

らの下水道施設の定期的な点検調査、可能な限りの延命化を図り、適正な機能を確

保しつつ、老朽化した管きょなどの改築更新を行うために、平成 29 年度にストックマ

ネジメント計画の策定を予定しています。投資試算については、投資の効率化と健全

化の取組を踏まえながら、ストックマネジメント計画等に基づき見直しを行っていきま

す。また、浸水対策については、雨水基本計画の見直しを行いながら、優先順位の

高い区域から順次進めていきます。 

 

投資・財政計画（収支計画） 

１.  投資・財政計画（収支計画）：別紙（最終頁） 

２.  投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

（１）収支計画のうち投資についての説明 

   投資については、朝国工区、下田中山工区をはじめとする未普及地域への汚水

整備事業を整備計画に基づき継続して進めます。また、甲西北 7 号汚水幹線につ

いては、再構築工事を行います。整備済みの下水道施設については、長寿命化計

画や平成 29 年度に策定するストックマネジメント計画に基づき、投資の平準化を考

慮した改築事業を見込んでいます。 

   浸水対策については、対策を講じるべき箇所や面積を把握し、緊急性を優先し

整備を進めていきます。 

今後の投資額の見込み（下水道事業全体）      （消費税込） 

項     目 10 年間の投資額（H29～H38） 

老朽化対策事業 約  1.5 億円 

雨水排水対策事業 約  6.0 億円 

新規下水道管施設（汚水管事業） 約 22.2 億円 

合     計 約 29.7 億円 
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 （２）収支計画のうち財源についての説明 

 

下水道事業における主な収益的収入は、営業収益の下水道使用料収入、営業

外収益の一般会計補助金及び長期前受金戻入です。本市では、平成 27 年 4 月に

平均改定率 9.8％の使用料改定を行いました。使用料については、今後の人口減

少による減収は避けられないものと想定していますが、整備済区域に加えて、整備

予定区域における水洗化率の向上に努めることで減少率を抑制したいと考えてい

ます。 

また、一般会計からの補助金については、毎年度、総務省自治財政局長から通

知される「地方公営企業操出金について」に定める基準に基づく繰入金（基準内繰

入金）が相当します。下水道における経費の負担区分は原則として雨水処理に要

する費用は公費、汚水処理に要する費用は下水道使用者が使用量に応じて私費

（下水道使用料）で負担することとされており、雨水処理にかかる経費と分流式下

水道等に要する経費を補助金として見込んでいます。 

今回の計画期間内では、水洗化促進を優先課題ととらえ使用料の改定を見込ん

でいませんが、本市は、平成 28 年 4 月に公営企業会計に移行しており、公営企業

の原則である独立採算の考え方のもと、料金改定による使用料の安定収入に向け、

事業計画の見直しが必要になると考えています。 

   

資本的支出（投資）に係る財源については、国土交通省の「社会資本整備総合

交付金事業」による国庫補助金を事業費の 1/2 程度見込んでいるほか、企業債の

借入、受益者負担金及び損益勘定留保資金で財源の確保を見込んでいます。また、

企業債の償還については、一般会計からの企業債償還に係る繰出基準分の出資

金を見込んでいます。資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額の補填財

源としては、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資金、繰越

利益剰余金などを見込んでいます。 

 （３）収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

   本市では、上下水道施設の維持管理、公金徴収事務の委託業務（個別発注）を

整理し、上下水道施設管理・公金徴収事務について 3 年間の複数年にわたる包括

的業務委託契約を行っています。窓口サービスの拡大や収納率の向上、コスト削

収益的収入 

資本的収入 
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減と事務の効果が見られています。今後も委託内容の改善を図りながら包括的民

間業務委託を継続していきます。 

   人件費や物件費等については、物価上昇は含まず、現在の水準で推移するも

のとしていますが、動力費については、流入汚水量の増加を考慮し増額を見込ん

でいます。 

 

３. 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 ①今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関する

事項 
広域化（流域下水道）の継続利用 

投資の平準化に関する事項 平成 29 年度に下水道施設全体を捉えたストックマネ

ジメント計画を策定する予定です。これに基づき投資の

平準化を考慮した中長期的な改築計画により投資額を

見込んでいきます。また、必要に応じて投資・財政計画

（収支計画）の見直しを行います。 

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFI など） 

PPP/PFI の導入はないが、包括的民間委託として民

間活力を活用していきます。 

その他の取組 
国庫補助金の対象となる整備事業については、計画

期間中での概成に向け優先して取り組みます。 

 

 ②今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関

する事項 

 平成 28 年４月から地方公営企業法の適用を行い、経営の健全

化を目指すことが求められていることから、段階的に見直しを図る

必要があります。 

 使用料の見直しについては、下水道未接続・水洗化の促進、不

明水対策の推進、施設の統廃合やコスト比較に加え、効率的な維

持管理、適切な資金管理等経営改善を含めた将来的見通しを十

分考慮していきます。また、改定内容については、慎重な判断のも

と下水道利用者に対して理解が得られるよう努めます。 

資産活用による収入

増加の取組について 
該当なし 

その他の取組 
国庫補助金や県費補助金の対象となる事業については、適切

に補助を受けられるよう補助制度の動向を注視していきます。 
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③投資以外の経費についての説明 

民間活力の活用に関する

事項（包括的民間委託等

の民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFI など） 

本市では、上下水道施設の維持管理、公金徴収事務の委

託業務（個別発注）を整理し、上下水道施設管理・公金徴収事

務については３年間の複数年にわたる包括的業務委託契約

を行っています。窓口サービスの拡大や収納率の向上、コスト

削減と事務の効果が見られていることから、今後も委託内容

の改善を図りながら包括的民間業務委託を継続していきま

す。 

職員給与費に関する事項 

人件費の上昇は見込まず、現状の水準で推移するものとし

ています。業務内容等を把握し、緊急時の体制が確保できる

よう組織形態や適正な人員を確保するよう努めます。 

動力費に関する事項 
物価上昇は見込まず、流入汚水量の増加を考慮し増額を

見込んでいます。 

材料費（薬品等）に関する

事項 
物価上昇は見込まず、現状の水準で見込んでいます。 

修繕費に関する事項 
全体的に施設の老朽化によりわずかな増加を見込んでい

ます。 

委託費に関する事項 
民間委託経費や施設の維持管理、点検業務、システム管

理経費を見込んでいます。 

その他の取組 

業務内容や手法を見直しながら、効率化と経費削減に努め

ます。職員は各種研修に積極的に参加し知識・技術の習得等

資質の向上に努めます。また、県や関連市町との連携のもと

不明水対策を実施していきます。 

 

経営戦略の進捗管理 

経営戦略の実施状況については、より実効性の高いものにしていくため、計画

(Plan)・実施(Do)・検証(Check)・見直し(Action)の、いわゆる PDCA サイクルにより毎

年度進捗管理（モニタリング）を行いながら、中間時である平成 33 年度に見直しを行

います。また、経営戦略と実績との乖離が著しい場合や県等の上位計画の変更、ま

た、経営戦略の前提となる経営、財政の条件が大幅に変更になった場合にも見直し

を行っていきます。本市では、平成 29 年度に「ストックマネジメント計画」の策定を予

定しており、こうした内容も「経営戦略」の見直しに反映することとしています。 

 

 



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

全体 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 28年度

区　　　　　　分
決 算
見 込

１． (A) 886,877 892,111 889,112 890,117 886,600 885,228 883,826 882,128 876,036 872,119 868,029
(1) 876,852 879,629 877,112 878,117 874,600 873,228 871,826 870,128 864,036 860,119 856,029
(2) (B)
(3) 10,025 12,482 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

２． 845,154 803,294 774,624 774,664 772,750 773,138 774,951 775,386 775,873 776,186 776,432
(1) 427,702 465,235 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000

427,702 465,235 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000 442,000

(2) 417,448 338,039 332,584 332,624 330,710 331,098 332,911 333,346 333,833 334,146 334,392
(3) 4 20 40 40 40 40 40 40 40 40 40

(C) 1,732,031 1,695,405 1,663,736 1,664,781 1,659,350 1,658,366 1,658,777 1,657,514 1,651,909 1,648,305 1,644,461
１． 1,398,231 1,403,598 1,391,523 1,393,784 1,390,702 1,394,202 1,401,031 1,403,220 1,404,374 1,401,231 1,397,631
(1) 36,678 35,958 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000

18,117 27,905 27,900 27,900 27,900 27,900 27,900 27,900 27,900 27,900 27,900

18,561 8,053 8,100 8,100 8,100 8,100 8,100 8,100 8,100 8,100 8,100
(2) 411,003 402,110 402,100 404,200 405,400 406,600 407,800 409,000 410,200 411,400 412,600

17,800 17,802 17,800 18,000 18,200 18,400 18,600 18,800 19,000 19,200 19,400
92,600 92,592 92,600 93,600 94,600 95,600 96,600 97,600 98,600 99,600 100,600
4,722 5,592 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600

295,881 286,124 286,100 287,000 287,000 287,000 287,000 287,000 287,000 287,000 287,000
(3) 950,550 965,530 953,423 953,584 949,302 951,602 957,231 958,220 958,174 953,831 949,031

２． 330,379 308,685 285,371 263,600 242,559 221,774 201,606 181,858 164,669 149,306 135,495
(1) 328,675 308,685 285,371 263,600 242,559 221,774 201,606 181,858 164,669 149,306 135,495
(2) 1,704

(D) 1,728,610 1,712,283 1,676,894 1,657,384 1,633,261 1,615,976 1,602,637 1,585,078 1,569,043 1,550,537 1,533,126
(E) 3,421 △ 16,878 △ 13,158 7,397 26,089 42,390 56,140 72,436 82,866 97,768 111,335
(F) 46,398 10
(G) 27,140 1,076 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150
(H) 19,258 △ 1,066 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150 △ 1,150

22,679 △ 17,944 △ 14,308 6,247 24,939 41,240 54,990 71,286 81,716 96,618 110,185
(I) 22,754 4,754 △ 84,231 △ 145,684 △ 201,832 △ 235,985 △ 259,141 △ 220,419 △ 157,085 △ 69,268 40,355
(J) 315,204 243,644 241,938 240,244 238,562 236,892 235,233 233,586 231,950 230,326 228,713

88,824 112,324 102,626 102,687 102,476 102,393 102,309 102,207 101,842 101,607 101,361
(K) 1,381,828 1,327,645 1,363,580 1,343,703 1,335,707 1,334,846 1,312,198 1,223,438 1,187,495 1,165,268 1,138,864

1,143,342 1,182,283 1,217,640 1,197,327 1,200,346 1,188,564 1,161,133 1,073,105 1,037,890 1,016,653 993,368

139,500 138,973 137,850 138,075 137,771 138,119 138,796 139,012 139,126 138,814 138,417
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 886,877 892,111 889,112 890,117 886,600 885,228 883,826 882,128 876,036 872,119 868,029

(N)

(O)

(P)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

受 託 工 事 収 益
そ の 他

材 料 費 ( 薬 品 費 含 む ）

健全化法第22 条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

う ち 一 時 借 入 金

△ 22.760.53

う ち 未 払 金

収

益

的

収

支

29年度

長 期 前 受 金 戻 入

4.65

30年度

△ 16.37

37年度 38年度

△ 26.66 △ 29.32 △ 24.99 △ 17.93

36年度32年度 35年度31年度 33年度 34年度

減 価 償 却 費

う ち 建 設 改 良 費 分

退 職 給 付 費

そ の 他
支 出 計

料 金 収 入

△ 7.94

営 業 収 益

営 業 外 収 益

経 常 損 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

そ の 他

収

益

的

支

出

そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

基 本 給

動 力 費
修 繕 費

収 入 計
営 業 費 用

特 別 損 益

職 員 給 与 費

経 費

営 業 外 費 用

収

益

的

収

入

そ の 他

支 払 利 息

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

(C)-(D)

流 動 負 債

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

）

う ち 未 収 金

(A)-(B)営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地方財政法施行令第15条第１項により 算定した
資 金 の 不 足 額

△ 9.472.57累 積 欠 損 金 比 率 （



様式第2号(法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
全体 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度

区　　　　　分
決 算
見 込

１． 650,500 606,800 651,000 639,000 631,000 623,000 451,000 408,000 390,000 383,000 373,000

311,400 257,700 316,000 304,000 296,000 288,000 265,000 222,000 201,000 194,000 184,000

２． 190,000 155,467 155,467 155,467 155,467 155,467 155,467 155,467 155,467 155,467 155,467

３． 27,877 27,301 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000

４． 4,106

５．

６． 126,273 166,000 115,200 115,200 115,200 115,200 51,200 51,200 51,200 51,200 51,200

７．

８． 455

９． 4,759 10,140 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 500 500 500

(A) 999,864 969,814 952,667 940,667 932,667 924,667 688,667 645,667 625,167 618,167 608,167

(B)

(C) 999,864 969,814 952,667 940,667 932,667 924,667 688,667 645,667 625,167 618,167 608,167

１． 419,082 492,024 454,000 454,000 454,000 454,000 241,000 241,000 241,000 241,000 241,000

28,928 27,301 28,000 28,000 28,000 28,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

２． 1,143,343 1,182,285 1,217,640 1,197,327 1,200,346 1,188,564 1,161,133 1,073,105 1,037,890 1,016,653 993,368

３．

４．

５．

(D) 1,562,425 1,674,309 1,671,640 1,651,327 1,654,346 1,642,564 1,402,133 1,314,105 1,278,890 1,257,653 1,234,368

(E) 562,561 704,495 718,973 710,660 721,679 717,897 713,466 668,438 653,723 639,486 626,201

１． 555,856 683,952 696,973 688,660 699,679 695,897 702,466 657,438 642,723 628,486 615,201

２．

３． 3,166

４． 60,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

(F) 619,022 705,952 718,973 710,660 721,679 717,897 713,466 668,438 653,723 639,486 626,201

△ 56,461 △ 1,457

(G)

(H) 16,275,445 15,699,960 15,133,320 14,574,993 14,005,647 13,440,083 12,729,950 12,064,845 11,416,955 10,783,302 10,162,934

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度

区　　　　　分
決 算
見 込

437,123 477,232 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533

437,123 477,232 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533 476,533

217,877 182,768 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467

217,877 182,768 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467 183,467

655,000 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000

38年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

計

計

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他 ( 受 益 者 負 担 金 )

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

33年度 37年度34年度 35年度 36年度29年度 30年度 31年度 32年度

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

純 計

合 計

(A)-(B)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

補

塡

財

源

資

本

的

収

支

(E)-(F)

企 業 債 償 還 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

建 設 改 良 費

う ち 資 本 費 平 準 化 債

38年度33年度 34年度 35年度 36年度

損 益 勘 定 留 保 資 金

37年度32年度

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

29年度 30年度 31年度

利 益 剰 余 金 処 分 額

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

計

補 塡 財 源 不 足 額


